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我が国における戦略管理会計の研究動向
―文献研究に基づいて―

根本萌希
＜論文要旨＞

Simmondsによって提唱された戦略管理会計は，経営戦略と管理会計とを結びつける分野として，多くの
研究者によって研究がおこなわれてきた．しかし，40年近い歳月が経過した今日においても明確な定義が
形成されていない．本研究は，我が国の戦略管理会計研究が置かれている状況について，整理・考察する
ために内容分析から明らかにする．本分析は，我が国の戦略管理会計に関する 1986年から 2018年までの
120篇の論文を対象に 2つの分析をおこなった．最初に，戦略管理会計技法にあてはまる管理会計技法を
先行研究から明らかにした．次に，これらの論文を 3つの研究カテゴリー（ケーススタディ，サーベイ研
究，その他の研究）へ分類した．これらの分析から我が国の戦略管理会計研究が置かれている現状を明ら
かにした上で，今後の課題を提示する．
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Research Trends of Strategic Management Accounting in
Japan: Based on Literature Studies

Moeki Nemoto
Abstract

Strategic management accounting proposed by Simmonds has been studied by many researchers as a field connect-
ing strategic management and management accounting. However, no clear definition has been formed even today. This
paper will clarify the situation of strategic management accounting research in Japan. I conducted two types of content
analysis on 120 papers from 1986 to 2018 on strategic management accounting in Japan. First, I research the manage-
ment accounting techniques regarded as strategic management accounting. As a result, eight techniques (target costing,
strategic cost management, balanced scorecard, activity-based costing, quality costing, life cycle costing, competitor
analysis, customer profitability analysis) were mentioned by a certain number of researchers. Second, I classified the
120 papers into three research categories; case studies, survey studies, and other studies. As a result, I found that the
number of case studies and survey studies were few.
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1. はじめに

Simmonds (1981)によって戦略管理会計（Strategic Management Accounting: SMA）が提唱され
てから 40年近い歳月が過ぎている．海外では Bromwich (1990)や Shank and Govindarajan (1993)

に代表される多くの研究者によって様々な研究がなされてきた．我が国においても伏見 (1985)

の研究を皮切りに 1980年代後半から SMAに関する研究がおこなわれるようになった．しか
し，SMAの概念は明確な定義が形成されていない状況にあり (Tomkins and Carr, 1996; Guilding

et al., 2000; Roslender and Hart, 2003; Chapman, 2005; Juras, 2014; Oboh and Ajibolade, 2017),このよ
うな発展途上にある SMAの研究を一度整理する必要があると考えている．SMAに関する研究
は海外で多くおこなわれているが，我が国でも 120篇もの論文が発表されていることから，我
が国で独自の発展がなされている可能性がある．そこで本研究は，我が国における SMA研究
を対象に我が国の SMA研究が置かれた状況の整理をおこなう．なお，SMAが管理会計の一領
域という理由から，戦略的管理会計という訳語が用いられることがある（櫻井，2019）．本研
究では，SMAは管理会計の一領域という立場を採用するが，戦略を管理する会計という点を
より明確化するために戦略的管理会計とは用いず，戦略管理会計としている．
具体的には，1986年から 2018年までの 120篇の論文を分析対象とし，2つの項目について

内容分析1 をおこなった．第 1は，我が国の研究者がどのような SMA技法を研究対象として
いるかを明らかにする．これにより，研究者間でどのような管理会計技法が SMA技法として
浸透しているかが明らかになる．第 2は，我が国の SMA論文がどのような研究に基づいてい
るかを 3つの研究カテゴリー（ケーススタディ，サーベイ研究，その他の研究）に分類する．
本研究における内容分析は，書誌学的方法を用いた Shields (1997), Hesford et al. (2006), Guffey

and Harp (2017)，吉田ほか (2009)，河合・乙政 (2012)，矢澤 (2012)2，横田ほか (2016)を参照し
つつ，独自のアプローチで分析をおこなった．以上 2つの項目から，我が国の SMA研究が置
かれた状況を提示する．

2. SMA概念の多様性

2.1 SMAの起源
SMAは，Simmondsにより提唱され，イギリスの勅許管理会計士 (Chartered Institute of Man-

agement Accountants: CIMA)に引き継がれ，それらをより発展させた Bromwichによって SMA

概念は広く展開することとなった．Simmonds (1981)は，戦略策定にあたり競争ポジションの
評価が必要とし，単一の尺度ではなく多様な尺度を用いて評価するべきと説明している．この
手法は「コンペティター会計」(Competitor Accounting) (p.28)とよばれる．ここでの尺度とは，
競争相手のコスト，それを規定する原価の構成，企業の利用可能な資源およびマーケットシェ
アを指している．そのため，Simmonds (1981)の定義する SMAは，事業戦略の策定およびモニ
タリングにコンペティター会計を用いることといえよう．
次に，Simmonds (1981) の提唱した概念をさらに発展させた Bromwich (1990) は，企業がグ

ローバルな競争優位性を獲得するには，外部志向の管理会計システムが必要であると述べて
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表 1 戦略管理会計に含まれる主な技法

出所：新江，2016, pp.199–201より筆者作成

いる．すなわち，市場における需要や競争を念頭に置いた市場志向が必要と主張している．
Simmonds (1981), Bromwich (1990)の考える SMAは，いずれも外部情報に焦点をあてた管理会
計システムを指していることがわかる．

2.2 アメリカにおける SMA
Puxtyは，1993 年に刊行した The Social & Organizational Context of Management Accountingに

おいて，Simmonds, Bromwichに代表される学派と Kaplan, Johnson, Cooperに代表される学派が
SMA研究のトレンドを形成していると主張している．Simmondsらはイギリスにおいて SMA

を展開させてきたのに対し，Kaplanらはアメリカにおいて新たな原価管理およびその意思決定
に関する手法として活動基準原価計算 (Activity-Based Costing: ABC)を提唱している (p.10).

Puxty (1993)の主張に基づくならば，アメリカにおいて発展してきた SMAについて触れる必
要がある．アメリカにおける SMA研究は，Cooper and Kaplan (1988)に代表される ABC研究と
Shank and Govindarajan (1993)に代表される戦略的コストマネジメント研究があげられる．

ABCは，Cooper and Kaplan (1988)が提唱した新たな原価計算技法である．彼らは，伝統的な
原価計算の弱点を克服するために，包括的な製品原価計算システムを構築する必要性があり，
このような原価計算システムは，持続的な企業の競争優位を構築する際に重要であると主張
している．Johnson and Kaplan (1987) が指摘したレレバンス・ロストを克服する形で登場した
ABCは，活動基準の割付をおこなうことで適切な原価を算定することが可能である．

Shank and Govindarajan (1993)は，戦略的コストマネジメントを論じるにあたり，①価値連鎖
分析，②戦略的ポジショニング分析，③コストドライバー分析の 3つのテーマからフレーム
ワークを構築している (p.8)．また，「経営戦略の立案と実践に貢献することこそ会計学の使命
である」(p.6)という問題意識をもとに，戦略的コストマネジメントを「戦略的要素がますます
意識され，明確にされ，公式化された，広い意味でのコスト分析」(p.6)と定義している．
以上のように，SMAはイギリスとアメリカとの両国で多様に展開されてきた．

2.3 SMAに含まれる多様な技法
SMAは多くの研究者によって，多様な研究がなされてきた．ここでは，多様に展開された

SMAを技法の観点から考察する．
SMAに含まれる技法に関する調査を初めておこなったのは，Guilding et al. (2000)である．こ

のような SMA技法に関する研究を踏まえて，新江（2016, pp.199–201）は，SMA技法を表 1の
ように整理した．

Simmondsの提唱したコンペティター会計や Shank and Govindarajanによる戦略的コストマネ
ジメント（価値連鎖分析，戦略的ポジショニング分析，コストドライバー分析）をはじめ，原
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価企画，ABC，バランスト・スコアカード (Balanced Scorecard: BSC)など多岐にわたっている
ことがわかる．

SMAは，多くの研究者によって様々な見解がなされてきた．Wilson and Chua (1993)は伝統
的管理会計と SMAとの比較をおこなっている．これを踏まえて新江 (2005b)では，SMAの多
様な研究を 6つの見解に整理している．①戦略策定との関連性を重視する見方，②戦略的意思
決定への役立ちを重視する見方，③戦略志向性を重視する見方，④競争優位性の維持を重視す
る見方，⑤戦略論との関連性を重視する見方，⑥マーケティングとの関連性を重視する見方で
ある (p.46).

新江 (2005b)では，戦略策定との関連性を重視する見方について，戦略を実行する間で戦略
が創発される可能性もあるため，戦略策定に限定するのは狭い解釈としている．戦略的意思決
定への役立ちを重視する見方については，戦略に戦略的意思決定を含める見方と，戦略と意思
決定を区別する見方があり，SMAを戦略的意思決定との関連で捉えることができないと結論
付けている．戦略志向性を重視する見方は，Guilding et al. (2000)による見方であり，企業外部
を志向した戦略論であると理解されている．企業内部に注視した戦略論が存在することから狭
い解釈ではないかと指摘している．競争優位性の維持を重視する見解は，標準原価計算といっ
た伝統的な管理会計技法が含まれるなど対象が広いという弱点がある．なお，マーケティング
との関連性を重視する見方は，戦略と管理会計とを検討するものではないため，説明されてい
ない（新江，2005b, pp.46–47）．
さらに，新江 (2016)では，SMAを「管理会計において経営戦略をより明確に意識しようと

するものである」(p.201)と定義しており，特定の手法の集まりを意味するものではなく，経営
戦略を志向して管理会計を運用する考え方に特徴があるとしている．さらに，外部志向性（市
場や競合他社），長期志向性・将来志向性のどちらかを満たした会計情報を利用していること
が SMAにあてはまる要件と述べている．
このような議論を集約すると，①は創発戦略を考慮していない狭い解釈であり，②は SMAを

戦略的意思決定との関連で捉えられないことから，本研究では取り扱わない．③および⑥は，
外部志向性を重視している見方として一括りにできる．③はその見方の根拠となった Guilding

et al. (2000)が外部志向の戦略を想定していることため該当すると考え，⑥はマーケティング
が一般に外部環境を想定しているためである．外部志向性は，新江 (2016)で述べられている
ように，市場や競合他社を想定している場合に限定される．競争優位性の維持については，新
江 (2016)における長期志向性・将来志向性と同質の概念であると解釈している．企業が継続的
に成長するにあたり，競争優位性の獲得・維持は必要不可欠であり，コア・コンピタンスに代
表されるような経営資源は，一朝一夕に獲得できるものではない．そのため，競争優位性の維
持を志向する場合，必然的に長期的，将来的な視点が含まれる必要がある．これらをまとめる
と，「外部志向性」を重視する見方，「競争優位性」を重視する見方，「戦略論との関連性」を重
視する見方に，本研究では再分類する．
外部志向性を重視する見方は，市場や競合他社を志向している SMA技法が該当する．競争

優位性を重視する見方は，競争優位の源泉となる SMA技法が該当する．戦略論との関連性を
重視する見方は，SMA技法の論者が特定の戦略論を念頭に置いている場合にあてはまる．し
かし，戦略論にも多様な見解がある．たとえば青島・加藤 (2012)は，多様な戦略論を整理して
おり，表 2のように分類している．
ポジショニングアプローチは，環境における自社の立ち位置を明確に位置付ける Porterに代
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表 2 戦略論の 4分類

出所：青島・加藤，2012, p.18より作成

表される戦略である．多様な産業構造を分析した上で，その中でどのように自社を位置付ける
かを考えるアプローチである．資源アプローチは，成功の源泉を企業内の経営資源に求める考
え方である．ここでは，コア・コンピタンスを始めとした他社との競争で，優位性をもたらす
自社独自の経営資源が中心となる．ゲームアプローチは，企業の目標を達成するにあたり，外
部の構造を変えることで影響や圧力を与える戦略である．すなわち，自社にとって都合の良い
構造を構築することが要点である．最後の学習アプローチは，経営資源のうち，インタンジブ
ルズに代表される見えざる資産の蓄積に注目したアプローチである．技術開発などを始めとし
た他社との連携などを通して学習をおこなう戦略である．このように青島・加藤 (2012)は，多
様な戦略論を整理しており，本研究では，青島・加藤 (2012)のフレームワークを参照する．

3. SMA研究の技法分析

3.1 分析対象の概略
先述したように，SMA の定義は曖昧である．そのような状況から，どの管理会計技法が

SMAに該当するのかといった問題も依然未解決である．本研究では，我が国における SMA研
究を管理会計技法の観点から分析することで，研究上の特徴を明らかにしたい．そこで，考察
対象となる論文について，次のような条件を設けて内容分析をおこなった．

• 本文中で SMAとの関連を言及している技法を 1と数える．
• 同一研究者が複数の文献で同じ技法を取り上げている場合であっても，1とする．
• 共同研究の場合は，先頭の執筆者を研究者として取り扱う．

このような条件にすることで，SMAに関する論文を多く発表している研究者に偏ることな
く分析することで，管理会計技法に着目した SMA研究の特徴を明らかにしたい．
「Cinii Article」の論文検索フリーワード欄に，「戦略管理会計」，「戦略的管理会計」，「戦略的
コストマネジメント」，「戦略コストマネジメント」，「戦略的原価分析」と入力して検索した．
その結果，1985年から 2018年までの文献 149篇3 が抽出された．これらの文献のうち，論文
と論攻4 に限定したところ，1986 年から 2018 年までの 120 篇5 が該当した．これら 120 篇の
論文および論攻を執筆した研究者は 69名である．対象となる研究者および対象論文の発表年，
該当篇数は表 3のとおりである．なお，Shank and Govindarajan (1993)の提唱する戦略的コスト
マネジメントに該当する価値連鎖分析，戦略的ポジショニング分析，コストドライバー分析は

135



管理会計学 第 28巻 第 1号

表 3 分析対象の論文・論攻の執筆者（50音順）

出所：筆者作成

表 4 多くあげられている SMAの 8技法（数値：人数）

出所：筆者作成

一括りに掲載している．

3.2 SMA技法に関する分析結果
我が国の SMAに関する 1986年から 2018年までの 69名 120篇の論文を分析した．その結果

を表 4に提示している．なお，対象となる研究者のうち 22名は，SMAの技法に関する言及が
見られなかった．本研究では，残る分析対象者 47名のうち，10％にあたる 4.7名以上があげて
いる技法をリストアップしている．
表 4の分析結果をそれぞれ見ていくと，原価企画が 22名と最も多く，次いで戦略的コストマ

ネジメント（価値連鎖分析，戦略的ポジショニング分析，コストドライバー分析）および BSC

が 21名，ABC (ABM: Activity-Based Management, ABB:Activity-Based Budgeting)が 17名，品質
原価計算が 13名，ライフサイクルコスティングが 11名，競争相手の分析 (Competitor Analysis)

が 8名，顧客別収益性分析が 5名という結果となった．
また，本分析のうち，戦略的コストマネジメントに注目したところ，田坂 (2005) の主張を

136



我が国における戦略管理会計の研究動向

裏付けるデータが得られた．田坂 (2005) では，原価企画を管理工学的アプローチ，原価低減
活動アプローチ，戦略的コストマネジメントアプローチという 3つの研究アプローチから考察
している．そのうち，戦略的コストマネジメントアプローチでは，「1995年前後から，原価企
画は，『総合的利益管理活動』ではなく，『戦略的コスト・マネジメント』としての手法と位置
づける研究者が増えてきている」（田坂，2005, p.376）と主張している．この主張に注視して，
1986年から 2018年までの原価企画を戦略的コストマネジメントと捉える論文を収集したとこ
ろ，1994年の論文を皮切りに 2016年まで 27篇が抽出された6．すなわち，戦略的コストマネ
ジメントは 1995年前後に出現したと考える田坂 (2005)の主張と同様の結果が得られた．
なお，表 1で示した SMA技法のうち，スループット会計，ブランド価値モニタリングは 5

名に届かず，それ以外の 8技法が該当する結果となった．

3.3 考察
ここからは，SMA技法の分析結果から得られた 8つの技法を，2.3で論じた SMAが持つ 3

つの性格（外部志向性，競争優位性，戦略論との関連性）から考察する．

3.3.1 原価企画
本分析結果から特筆すべきは，およそ半数近くの研究者が SMA技法として原価企画をあげ

ている．原価企画は，「製品の企画，開発，設計等の段階において，原価目標を達成し，これ
を達成する活動」（田中，2002, p.136）であり，トヨタ自動車を起源とした原価低減のためのマ
ネジメント技法である．我が国発祥の管理会計技法であるため，今日においても多くの研究者
によって研究がおこなわれている．この原価企画を SMAの 3つの性格から考察した場合，外
部志向性，競争優位性が該当すると考える．原価企画は，原価目標達成のために原価低減をお
こなう技法である．すなわち，原価低減の達成により，他社に対する競争優位性が得られると
いえよう．また，原価目標は販売数量などを事前に想定している点から，外部志向性も該当す
る．これを踏まえると，競争優位性，外部志向性という性格を有した技法と考えられる．

3.3.2 戦略的コストマネジメント
次に多くあげられた戦略的コストマネジメントは，Porter (1980, 1985)の提唱する価値連鎖，

基本戦略，コストドライバー概念をベースに Shank and Govindarajan (1993) が構築した概念で
ある．戦略的コストマネジメントは，価値連鎖分析，戦略的ポジショニング分析，コストドラ
イバー分析の 3つのテーマから構成されている．戦略的コストマネジメントを 3つの性格にあ
てはめた場合，Porter (1985)の著書名が Competitive Advantage とあるように，競争優位性を意
識した戦略論である．このことから競争優位性という性格，さらには Porterの戦略論に依拠し
た技法であることから，戦略論との関連という性格を該当している．戦略的コストマネジメン
トの各技法をみると，価値連鎖分析とコストドライバー分析は，企業の競争優位性を高める技
法であり，戦略的ポジショニング分析は，自社のポジションを他社との比較から分析する技法
であることから，外部志向の技法である．以上から，戦略的コストマネジメントが SMAの持
つ全ての性格を満たす技法であるとわかった．なお，戦略的コストマネジメントの 3つの技法
のうち，価値連鎖分析のみをあげる研究者が 11名見られた．
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3.3.3 BSC

BSCは，4つの視点から構成されるスコアカードおよび戦略マップを組み合わせた戦略管理
システムである．非財務の視点を盛り込んだ革新的な技法であり，営利・非営利を問わず多く
の組織に導入されている．BSCを 3つの性格から考察すると，全ての要件を満たしていると
考える．BSCは組織内部に注視されているが，4つの視点のうち，顧客の視点において想定さ
れる業績評価指標は，顧客満足度，マーケットシェアなどであることから一部外部志向性を有
している側面がある (Kaplan and Norton, 1996, p.26)．また，BSCのアクションプランは，組織
内の改善のみならず，競合他社に対する競争優位性の源泉となっている．顧客の視点を例にと
れば，顧客満足度の向上や市場占有率の上昇は，他社に対する競争力強化に繋がることから競
争優位性の獲得が可能である．BSCにおける戦略論との関連性は，ポジショニングアプロー
チ，資源アプローチに該当する．ポジショニングアプローチは，Kaplan and Norton (1996)の指
摘するように，Porterの戦略論に依拠している．彼らは，独自の能力・資源やコア・コンピタ
ンスを利用して競争に打ち勝つ事例にホンダおよびキヤノンをあげており，顧客の視点におい
て，顧客や市場セグメントといった顧客の価値創造に重要な選択が独自のコア・コンピタンス
や能力によってなされている (Kaplan and Norton, 1996, p.37)．このことから，顧客の視点を考
える際に，資源アプローチがおこなわれているとわかる．さらに，Kaplan and Norton (2004)に
おいて，学習と成長の視点にインタンジブルズが有用であると主張していることからも資源ア
プローチを想定していると読み取れる．このように，BSCは外部志向性，競争優位性，戦略論
との関連性という SMAの性格を全て併せ持っていることがわかる．

3.3.4 ABC（ABM・ABB）
Cooper and Kaplanの提唱した ABC (ABM・ABB)は，製品の多様化，製品ライフサイクルの

短縮化，製造活動の複雑化といった時代の変化に対応するため，「生産支援活動のために発生
する固定費を適切に製品に負担させるシステムとして登場した」（廣本・挽，2015, p.522）技法
である．Cooper and Kaplan (1988)は，ABCが企業の競争優位性を得るのに有用な計算方法であ
ると述べている．このことから，ABCは競争優位性を重視する見方に該当する．ABMは，顧
客視点での付加価値活動の見直しを支援する管理技法であり，ABBは ABCをベースとした予
算編成技法である．ABCのみを見た場合，競争優位性が該当するが，ABMや ABBを含めて
考えた場合，顧客の視点を通して企業活動を見直す技法であるため，外部志向性の側面も一部
有している．本研究では，ABCを中心に取り扱うため，競争優位性を有すると考える．

3.3.5 品質原価計算
品質原価計算は，品質管理活動における原価や品質不良に対する損失を認識する原価計算技

法である．予防原価，評価原価，内部失敗原価，外部失敗原価と品質に関する原価を把握し，
品質原価の最小化を図ることから競争優位性を重視する見方にあてはまるだろう．また，外部
失敗原価は，製品出荷後に欠陥が生じた原価であるため，市場を少なからず考慮しているとい
える．
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3.3.6 ライフサイクルコスティング
ライフサイクルコスティングには，サービスや製品の供給者側，需要者側との 2つのタイプ

があり，需要者側のライフサイクルコスティングは顧客ライフサイクルコスティングといわれ
ている（廣本・挽，2015, p.459）．供給者側からみたライフサイクルコスティングは，価値連鎖
全体の原価を製品に集計する．これにより，収益性に関する有益な情報を提供する．顧客ライ
フサイクルコスティングでは，購入に際してオペレーティング原価や保全原価などの全原価を
算定し意思決定がおこなわれる．それぞれのライフサイクルコスティングを SMA技法として
考えた場合，外部志向性，競争優位性があてはまる．顧客ライフサイクルコスティングは，需
要側のみならず供給側に対して，コストパフォーマンスの優れた製品やサービスの提供を促進
することから外部志向性があてはまる．一見すると，ライフサイクルコスティングと顧客ライ
フサイクルコスティングとの間に関係性は見られないが，廣本・挽 (2015)は「ライフサイク
ル・コストに基づいて購入の意思決定をおこなう顧客に対しては，供給者側も顧客ライフサイ
クル・コスティングをおこなって，顧客が満足する製品ないしサービスを供給しなければなら
ない」(p.459)と関係性を主張している．また，ライフサイクルコスティングが収益性に関する
情報を提供すること，価値連鎖全体の原価を把握できることから競争優位性が該当する．

3.3.7 競争相手の分析
競争相手の分析は，Simmonds (1981)の提唱する SMA概念に拠るものである．競争相手の分

析をおこなうにあたり，競争相手に関する生産量，マーケットシェアといった管理会計データ
などを入手する必要があり，これらのデータから競争相手に対する方策を講じる技法である．
競争相手を志向している点から，外部志向性を有しており，競争相手を分析することで打開策
を見出す点に競争優位性があてはまる．

3.3.8 顧客別収益性分析
顧客別収益性分析について，青木 (2010)は「管理対象のセグメントとして顧客を選定し，当

該顧客セグメントに収益と費用とを跡付け，利益を算定する手法」(p.5)と定義している．顧客
別収益性分析は，顧客セグメント別に利益を算定することで，顧客価値7の把握を可能とする
技法である．顧客別に収益を算定することにより，各顧客の損益実績がデータとして明示され
ることになる．田中 (2002)は，顧客別収益性分析の利用について「大切な客を維持し，将来性
のある顧客との取引を増加させるために，限られた資源をどのようなアクティビティに重点的
に投入すべきかという意思決定に有用な情報が入手できるようになる」(p.289)とし，意思決定
における情報として有用であることを示唆している．顧客別収益性分析を踏まえて，顧客にア
プローチできる点で，競争優位性が得られる技法である．また，意思決定に利用する際に，顧
客の将来の発注量といった情報を全く想定していないことは考えにくいことから，外部志向性
を一部有していると考えている．

3.4 SMA技法が有する性格
考察してきた 8技法が有する性格をまとめると表 5のようになる．外部志向性を全く有して

いないと判断できないとしても，その性格が弱い技法を括弧書きで掲載した．
ここで取り上げた全ての技法に共通して，競争優位性という性格を備えているとわかった．
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表 5 SMA技法が有する性格

出所：筆者作成

また，戦略的コストマネジメントおよびBSC以外の SMA技法は，戦略論との関連性が特に重
視されていない．これは，特定の戦略論に基づかないものであっても SMA研究において取り
上げられていることを意味する．次に，多くの技法が外部志向性および競争優位性という性格
を有していることから，外部志向性，競争優位性という性格が SMAを考える上での要因とな
りえるのではないかと思われる．

4. SMA研究のカテゴリー分析

4.1 分析対象の概略
ここでは，我が国の SMA研究を，キーワードに注目した内容分析から整理した．分析対象

となる先行研究は 3.1と同様に，論文と論攻に該当する 1986年から 2018年までの 120篇であ
る．この分析により，我が国の SMA研究の動向を明らかにする．120篇の文献を 3つの研究
カテゴリー（ケーススタディ，サーベイ研究，その他の研究）に分類する．
ケーススタディは，「史料・記録，インタビュー，通知者によるレポート，直接観察あるい

は参与観察が利用され，定量的，定性的データが用いられる」（上埜，2000, p.719）研究が該当
する．本研究では，当該論文の研究者以外がおこなった研究を引用している場合は，その他の
研究に分類する．
サーベイ研究は，「実務における諸変数の間の因果関係を一般法則的なものとして明らかに

し，そのもたらす効果をも予測する」（門田，2000, p.699）研究が該当する．
その他の研究は，ケーススタディおよびサーベイ研究に該当しない論文を分類している．こ

のように本研究は，以上の定義を判断基準に，ケーススタディ，サーベイ研究，その他の研究
という 3つの研究カテゴリーへの整理をおこなった．

4.2 分析の結果
内容分析の結果（表 6）から，ケーススタディは 120篇中 11篇 (9.17％)が該当し，サーベイ

研究は 3篇 (2.50％)が該当する結果となった．表 7ではケーススタディの内訳を示し，表 8で
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表 6 120篇の分類結果

出所：筆者作成

表 7 ケーススタディの内訳

出所：筆者作成

表 8 サーベイ研究の内訳

出所：筆者作成

はサーベイ研究の内訳を表している．

4.3 考察
最初に，その他の研究を除く各研究における研究傾向を分析する．ケーススタディのアプ

ローチを見てみると，インタビュー調査を中心におこなわれていた．11篇中，インタビュー調
査をおこなっているのは，約半数の 6篇であった．その次に，公開資料等を用いる史料・記録
調査が多くおこなわれていた．サーベイ研究におけるアプローチは，3篇ともアンケート調査
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表 9 その他の研究の再分類結果

出所：筆者作成

表 10 ケーススタディおよびサーベイ研究における SMA技法

出所：筆者作成

であった．しかし，サーベイ研究は，わずか 3篇しか該当しないことから，全体的な傾向を明
らかにすることは困難である．これらの結果から，我が国の SMA研究では，ケーススタディ
およびサーベイ研究が少数であると伺える．もっとも，SMAの定義が定まっていない状況に
鑑みると，一概に理論研究等を包含するその他の研究が多いと言い切ることはできない．ま
た，分析結果の多くを占めるその他の研究については，より詳細な分類をおこなうために追加
で分析をおこなった．ここでは，その他の研究を「概念・定義型論文」，「データ型論文」に再
分類する．それぞれの定義および再分類結果は表 9の通りである．
その他の研究を再分類したところ，概念・定義型論文が 73篇と最も多く，データ型論文が

33篇ということがわかった．そのため，我が国における SMA研究の約半数近くが概念や定義
を検討する論文であると判明した．
次に，ケーススタディおよびサーベイ研究を SMAの性格から考察する．表 4で示した 8技

法と関連する研究は，表 10にまとめられる．
ケーススタディを見てみると，該当した 11篇のうち 8篇が表 4で示した 8技法に関連する

研究内容であった．さらに，研究対象となった技法も多岐にわたっており，4種類の技法に関
するケーススタディがおこなわれていた．3 篇が該当したサーベイ研究に目を向けると，い
ずれの文献も 8技法との関連はみられなかった．それぞれの研究を概説すると，飯塚 (1993)

は，「マクネァー等による JIT実施企業についての命題と仮説を設定し，製造優良の経営目的
と JIT製造の経営戦略と会計システムとの相互関係」(p.55)を明らかにするという問題意識の
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もと，JITを実施する製造 5社を調査対象としてケース・クラスター分析をおこなっている．
岸田 (2005b)は，戦略的管理会計情報と広範囲情報は類似点が多いという前提から，PEUと戦
略，戦略的管理会計情報の利用度に与える影響についてアンケート調査を用いて分析をおこ
なった (p.155, 158). 最後に，長坂 (2014)は我が国の製造業を対象に，Miles and Snow (1978)の
提唱する防衛型，分析型，反応型，探求型の類型および Simons (1995)の診断型コントロール，
インタラクティブ型コントロールの前者と後者が持つ対応関係についてアンケート調査を用い
て分析している．
ここからは，SMA技法に関連するケーススタディから SMAの特徴を考察する．サーベイ研

究については，JITに関する研究 1篇，組織に関する研究 2篇が該当しているものの，SMAの
実務における利用実態を詳細に反映できていないことから考察対象としていない．松島 (1996)

の研究は，戦略的コストマネジメントの観点から ABC 導入企業のケーススタディである．
ABCと戦略的コストマネジメントを併用することで，顧客の価値を重視した利用が可能とな
り，ABC単体での利用と比べ，外部志向性を高める運用がなされていた．岩淵吉秀 (1997)の研
究は，フランスの原価企画導入企業のケーススタディである．原価企画に付随して目標管理制
度，物流改善プログラム，ベンチマーキングを用いることで，組織変革を促した数少ないケー
スである．園田 (1998a・b)の研究は，自製か購入かに関する意思決定を価値連鎖の観点からイ
ンタビュー調査をおこなったケーススタディである．鈴木 (1999)の研究は，企業間関係のコス
ト低減について，日本経済新聞等の資料から分析したケーススタディである．岩淵昭子 (2000)

の研究は，日本の百貨店について，有価証券報告書等の資料から分析したケーススタディであ
る．淺田 (2001)の研究は，ボーイング社のABCに関するケーススタディである．エアバスと
の競争下にあるボーイング社が，競争優位性の獲得のために EVM (Earned Value Management),

ABC・ABM，原価企画から成る管理会計システムの導入過程を考察している．ABCデータの
原価企画への活用，EVAの算定，ABBへの発展と数多くの改革がおこなわれており，「経営管
理システム改革と戦略策定との関係を知る上で重要なケース」（淺田，2001, p.58）である．相
川 (2004)の研究では，多国籍企業のニュージーランド子会社における管理会計システムを年次
報告書等から考察している．市原 (2005)の研究では，パチンコホールにおける利益管理につい
て戦略的コストマネジメントの観点から実地調査をおこなっている．
これらのケーススタディのうち，松島 (1996)および淺田 (2001)の研究で取り上げられてい

る技法に着目すると，ABC，原価企画という技法単体で見れば外部志向性の弱い技法が中心で
あった．しかし，そのケーススタディでは，他の技法と組み合わされることで，外部に目を向
けた運用がなされていた．たとえば，淺田 (2001)のボーイング社のケーススタディでは，競合
他社を上回る競争優位性の獲得という経営戦略を適切に管理し，実現するために ABCないし
原価企画といった管理会計技法を用いている．すなわち，「戦略管理会計では，経営戦略を管
理するという思考そのものが重要なのである」（新江，2016, p.202）という考えを裏付ける運用
がなされていた．3でおこなった SMA技法の分析では，各技法に着目して SMAを考察した
が，これらのケーススタディから経営戦略を志向した運用によって外部志向性などの性格が強
まることがわかった．そのため，ある特定の組織における管理会計技法の運用方法から，技法
単体でみれば，外部志向性が弱いものだとしても，経営戦略を志向した運用をおこなえば，そ
の外部志向性が強くなりえると判明した．

Kaplan (1986)は，管理会計が実務に役立たないといわれるのは，組織内でおこなわれる管理
会計の機能を観察してこなかったことに起因する可能性があると指摘している．SMA研究で
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は，実務を志向した研究が少なく，企業における利用実態を明らかにするケーススタディをよ
り多く蓄積することは，SMA研究の前提となる SMAの中身を明らかにするための手掛かりに
なりえる．
ここでは SMA研究のうち，ケーススタディおよびサーベイ研究に分類された研究における

具体的な SMA技法の運用方法について考察した．ケーススタディの多く（11篇中 8篇）が，8

つの SMA技法（表 4参照）を取り上げていたものの，サーベイ研究では 8つの SMA技法は取
り上げられていなかった．また，経営戦略を志向した管理会計技法の運用がなされることで，
外部志向性や競争優位性といった性格が強まることもあると判明した．

5. 結びにかえて

本研究は，1986 年から 2018 年までの我が国における SMAの論文 120 篇を独自に抽出し，
SMA で取り上げられている管理会計技法の分析および 3 つの研究カテゴリー（ケーススタ
ディ，サーベイ研究，その他の研究）への整理を通じて我が国の SMA研究が置かれている状
況を明らかにした．分析した結果，原価企画，戦略的コストマネジメント（価値連鎖分析，戦
略的ポジショニング分析，コストドライバー分析），BSC, ABC (ABM・ABB),品質原価計算・
管理会計，ライフサイクルコスティング，競争相手の分析，顧客別収益性分析の 8技法が，一
定数の研究者から SMA技法としてあげられていた．さらに，これらの技法を SMAの持つ 3

つの性格（外部志向性，競争優位性，戦略論との関連性）から分析をおこなった．その結果，
ここで取り上げた全ての技法に共通して競争優位性の性格を有していること，戦略的コストマ
ネジメントと BSCが 3つの性格を兼ね備えていることがわかった．また，特定の戦略論に依
拠していない SMA技法もあげられており，ABCや品質原価計算，顧客別収益性分析のように
競争優位性を強く持つ技法もあると判明した．SMA技法の分析から，外部志向性，競争優位
性という性格を有している技法が多くあげられていることから，今後はこれら 3つの性格に注
目するべきではないかと考える．
次に，120篇の論文をケーススタディ，サーベイ研究，その他の研究に分類したところ，SMA

研究の約 88％がその他の研究であると判明し，ケーススタディが約 9％およびサーベイ研究が
約 3％と少数であることがわかった．次に，多くを占めるその他の研究の詳細な分析が必要と
考え，再分類をおこなった．その結果，その他の研究の約 69％（全体でみれば約 61％）が概
念・定義を検討する論文であると判明した．ケーススタディに分類された研究からは，管理会
計技法の運用方法によって，外部志向性が強まるケースが見られた．
我が国の SMA研究で扱われている SMA概念を明らかにする目的で，技法そのものが持つ

性格に着目して検討を加えた．SMAが有していると思われる 3つの性格（外部志向性，競争優
位性，戦略論との関連性）からどのような技法が SMAに該当するかを考察した．分析の結果，
SMAが持つ性格のうち，戦略論との関連性は特に重視されていなかった．特定の戦略論に基
づかない技法であっても SMA研究において取り上げられていると判明した．また，SMAの性
格は，管理会計技法そのものに着目しても理解できるが，経営戦略を志向した管理会計技法の
運用方法によって SMAの性格が強まる場合もあるとケーススタディから明らかになった．
本研究は，我が国における SMA研究の実態を質的研究（内容分析）から計量化を図ろうと
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したものである．そのため，主観性を排除できない弱点を有している．今後の課題の一つとし
て，本分析で判明した 8つの SMA技法を内容分析のキーワードとして分析する必要があると
考える．各技法を取り上げている研究を詳細に分析することで，その集合体である SMAの全
体図が見えてくるのではないかと思われる．また，今回は我が国の SMA研究を対象としてい
るが，諸外国における SMA研究を同様の分析から考察することが，比較する際に有用と考え
ている．
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注

1 内容分析とは，「収集されたデータから，意味を整理・引き出すことで，現実的な結論を導
き出す」(Bengtsson, 2016, p.8)技法である．

2 矢澤 (2012)は，日本語で書かれた SMAに関する 41篇の論文について分析をおこなった．
その分析方法として引用分析とコンテンツ分析という 2つの方法を用いている．引用分析
から研究者の研究活動を分析し，コンテンツ分析からは我が国におけるSMAの研究を分析
している．そのうち，コンテンツ分析では，それぞれをサーベイ論文，事例研究，オリジ
ナリティのある論文の 3つのカテゴリーに分類している．分析結果は，サーベイ論文が 60

％，事例研究が 9％，オリジナリティのある論文が 40％という結果であった．
3 学術的文献 149篇の内訳は，論文 112篇，論壇 3篇，論説 3篇，論攻 8篇，研究ノート 2

篇，研究資料 2篇，短報 1篇，分類不可 18篇の計 149篇である．キーワードごとの本数は，
戦略管理会計 46篇，戦略的管理会計 55篇，戦略的コストマネジメント 40篇，戦略コスト
マネジメント 2篇，戦略原価分析 6篇となっている．なお，本研究では学会誌・紀要・会
計系雑誌から文献を抽出している．

4 雑誌『會計』では，各文献を論文ではなく論攻と表記している．その論攻には，日本会計
研究学会における統一論題を基にした内容も含まれているため，それを論文に相当するも
のとして本研究では判断している．

5 本分析で抽出した論文の年度別篇数は次のとおりである．なお，記載のない年度は 0篇で
ある．1986年 1篇，1989年 1篇，1992年 1篇，1993年 9篇，1994年 3篇，1995年 3篇，
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1996年 8篇，1997年 5編，1998年 10篇，1999年 7篇，2000年 1篇，2001年 6篇，2002年
7篇，2003年 8篇，2004年 13篇，2005年 10篇，2006年 4篇，2007年 2篇，2008年 1篇，
2009年 6篇，2011年 1篇，2012年 7篇，2014年 2篇，2015年 1篇，2016年 2篇，2018年
2篇の延べ 120篇である．

6 本分析において，原価企画を SMA技法としてあげた年度別篇数は次のとおりである．な
お，記載のない年度は 0篇である．1994年 1篇，1995年 1篇，1996年 2篇，1997年 2篇，
1998年 1篇，2001年 1篇，2002年 1篇，2003年 3篇，2004年 3篇，2005年 2篇，2007年 1

篇，2008年 1篇，2009年 4篇，2012年 2篇，2014年 1篇，2016年 1篇の延べ 27篇である．
7 ここでの顧客価値とは，「顧客もしくは顧客グループが企業に対してもたらす短期的もしく
は長期的な利益」（青木，2010, p.1）を意味している．
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